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しはじめに
英国において現在進行している大学改革は、制度的にも、実質的にも、そして大学の理念の面
でも大きな変化をもたらしうるものである。制度的な変化としては、例えばポリテクニクの大学
への一元化や教育・研究評価の導入などを指掃できるであろうし、実質的な変化としては高等教
育機関の在籍者数の増加を、そして理念の変化の萌芽は、学生ローン制度やテニュアの廃止とい
った改革案の裏側にある、新しい大学像の中にみることができる。 1980年代中盤のサッチャ一保
守党政権のもとで明瞭になった、この大学・高等教育改革の流れは、 1997年5月に発足したブレ
ア労働党政権のもとでも、留まることなく続いている。それを明らかにしたのが、 1997年7月に
刊行された f学習社会における高等教育j、通称デアリング報告書である。本報告書は保守党政
権下の1996年 2月に、 21世紀の高等教育のあるべき姿を求めてロン・デアリング郷 (SirRon 
Dearing) を議長として組織された全英高等教育調査委員会 (NationalCommittee on Inquiry 
into Higher Education) によって作成されたもので、今後の英国における高等教育の改革方針を
示すものでもある。
本稿は、デアリング報告書の内容を概観しつつ、英国の大学をめぐる環境の変化、今後の展望
について若干の考察を加えるものである。具体的には、 2節で、英国で大学改革が進められた背
景を整理する。 3節と 4節では、デアリング報告書の構成、並びに勧告の概要について紹介する。
最後に、デアリング報告書を踏まえつつ、英国の大学の将来像について考察する。
2.英医における高等教青・大学改革の背景
1980年代から90年代にかけて、特に高等教育・大学が改革の対象となった背景としては、大学
外部の変化、すなわち大学をめぐる社会状況の変化と、大学内部の変化、すなわち大学を構成す
る学生像の変化を、無視することができない。ここでは概括的に全体像を示してみたい。
教育政策全般から大学改革をめぐる動向を捉えなおし、大学外部の社会状況の変化をみた場合、
次の 4点の変化を無視することができないであろう。
第一に、生涯学習の必要性に対する認識の高まりを指摘できる。デアリング報告書と同時に出
された中央政府の諮問文書 r21-位紀の高等教育jも、「年齢や出自とは無関係に、誰もが、その
生活を通じて、教育と訓練を伴う生涯学留にアクセスできるよう保障する必要がある」と指摘し
ている。
第二に、経済面における国際競争力の維持、およびそのための質の高い労働力の確保が求めら
れている点を指摘できる。「ヨーロッパ並びに経済成長を続ける極東を含む世界市場での競争が
求められている以一上、生涯学習の文化 (culture)を発展させる必要があるJ(向上)という中央
政府の説明は、労働力の確保と生涯学習を提供する高等教育の結びつきを示すものである。
第三に、若年層の失業問題の解決が英国全体で深刻な課題と認識されてきたことを指摘できる。
労働党新政権は、現在ニュー・デイール (NewDeal) 政策を推進しているが、これは18~25歳
の主に失業中の若年成人層に対し、(1) 6ヶ月の民間ボランティアli体での労働、 (2) 6ヶ月の
環境保護に関わる労働、 (3) 6ヶ月から l年にわたるフルタイムの教育、ないし (4)I可期間の
フルタイムの労働、のいずれかのための資金を 2年間にわたって提供するものであり、若年層の
失業率低減策とみなせるであろう。
第四に、若年層の犯罪問題の解決もまた深刻な課題と認識されつつあることを指摘できる。 10
代の青少年の犯罪が増加していることに対する危機感は、すでに1992年の教育自書『選択と多様
性』第 1章で示されていた。現在では内務省 (HomeOffice)を中心として、主に18歳から25歳
の青年層を対象に、麻薬や犯罪への関与に関する調査などが実施されている。イギリスでは、教
育を通じて各種の技術を習得することが、失業率を下げ、ひいては犯罪を軽減していくための重
要な手段として認識されている D
一方、大学内の変化としては、学生をめぐる環境の変化を指摘できる。
第一に、学生数の激増を指摘できる。 1989年から1995年にかけて全日制 (full-time)学生は
70%増加しており、 1989年当時学生は当該人口層の 6人に一人だったのが、 1995年には 3人に一
人まで増加している。
第二に、増加した学生数の構成の変化が挙げられる。いわゆる成入学生が学生全体の半数に達
しており、またパートタイム学生も全体の三分のーまで激増している。しかし、その一方で社
会・経済階層の低い層に属する人々の大学進学率は低いままであるとの指摘もみられ、デアリン
グ報告書でも検討課題のーっとして注目されている。
第三に、こうした規模の増大に対応して、学生が置かれる経済的状況は悪化している。例えば、
1989年から1995年にかけて学生一人あたりの公的負担は25%減少している。また1990年より導入
された学生ローン制度によっても、学生の教育費負担は実質的に重くなっている。従来の高等教
育に隠する費用は原則的に公費負担であったものが、教育を通じての直接的な受益者である学生
に教育費を負担させる方向への方針転換となっている。
デアリング報告書は、以上のような英国の高等教育をめぐる課題を克服するために作成された
ものと位置づけることができる。近年の中央政府による改革政策を基本的には評価しつつ、しか
し高等教育システム全体にはさまざまなひずみが発生しており、その修正のために各種の勧告を
行うということが委員会の基本姿勢となっている(同報告書第 3章)。
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3.デアリング報告書全体の構成
f学習社会における高等教育Jは正副報告書を含めて1700ページにわたる大部であり、さまざ
まな論点・主張を含んでいる。ここでは、まず報告書全体・各報告書の目次を概観しておく。
A 調査委員会本報告書
その目次は次のとおりである。なお本報告書の要約版もこの章立てに準じている。
第 1章 これからの20年の計画:学習社会
第 2章 委員会の作業計画
第3章今日の高等教育
第 4章 高等教育を中心とした広範なまずjき
第5章高等教育の目的
第 6章 高等教育に対する将来的な需要
第7章 高等教育への参加層の拡大
第8章学生と学習
第 9章 学習プログラムの特質
第10章資格と基準
第1章研究活動への支援
第12章 地域における高等教育の役割
第13章 通信技術と情報テクノロジー
第14章 高等教育内の職員
第15章 高等教育機関の管理運営
第16章 高等教育機関を提供する諸機関の類型化
第17章資金提供の方式
第18章 誰が高等教育の費用を支払うべきか?
第19章 学習と教育への資金提供
第20章 学生への金銭的支援と卒業後の資金提供への貢献
第21章 偶人による学生支援を容易にする
第22章 中央政府と高等教育機関
第23章 スコットランド、ウエールズ、北アイルランドにおける高等教育
第24章次の一歩
B スコットランド委員会報告書
本報告書の内容を踏まえつつ、スコットランドの高等教育の将来像について付加的に検討した
報告書。構成は次の通りである。
第 1章はじめに
第 2章 スコットランドの高等教育
第 3章 スコットランドの高等教育の将来
第4章 高等教育の基本的な機能
第5章 機関のインフラストラクチャー
第6章 スコットランドにおける高等教育への財政援助
第7章次の一歩
C 資料 (appendices)
資料 1~ 5として、下記の文献が添付されている。このうち、日ヒアイルランドの高等教育j
は本報告書の文末に掲載されており、他の資料は別冊となっている。
資料 l 北アイルランドの高等教育
資料2 教育 (teaching)への新しいアプローチ:教授法の費用構造比較
資料3 人文系における研究への資金提供の必要性
資料4 雇用者との会合
資料 5 他毘の高等教育
D 報告書 (reports)
本文・資料とは独立した形で、次のはにわたる領域・内容に関する報告書が添付された。それ
ぞれの報告書の主張、資料は、本報告書に引用され、反映されている。
報告書 l 全英から集められた意見書に関する報告書[その内容の分析]
報告書 2 高等教育におけるフル・タイム学生とパート・タイム学生
報告書 3 高等教育における学術スタッフ
報告書 4 高等教育における管理・支援スタッフ
報告書 5 エスニック・マイノリティ、女性、従来とは異なるタイプの学生の高等教育への参加
の拡大
報告書6 低社会・経済階層出自の学生、障害をもっ学生の高等教育への参加の拡大
報告書7 経済に対する大卒者の貢献
報告書8 高等教育の外面性
報告書 9 高等教育と地域性
報告書10 教師教育と訓練
報告書11 資格制度の開発
報告書12 高等教育への資金援助に関する選択肢
報告書13 個人の学習口座と学習銀行(生涯学習促進のための新たな方式の提案と分析)
報告書14 学費援助の方法
? ?
4笛報告審・勧告の概要
本報告書(英国全体、時にイングランドとウエールズを対象)には88、スコットランド報告書
には29、北アイルランドの高等教育に関する資料には 5つの勧告が掲載されている。ここでは、
本報告書の勧告について、その概要を示すこととしたい。
勧告1 教育の多様化に対応するために、準学位 (sub-degree)水準の高等教育への需要に応じ
た政策立案の要請(政府に対して)
勧告 2 優れた、機能的な高等教育機関に対して財源を投入する制度創設の要請(政府と各高等
教育財政協議会 (FundingBodies)に対して)
勧告 3 高等教育機関に対する資金提供の要請(各地域の関連諸機関に対して)
勧告4 進学に不利な地域を対象としたプログラムを実施している高等教育機関に対する追加的
資金提供プログラムの検討(各高等教育財政協議会に対して)
勧告 5 フル・タイム学生をめぐる社会保障制度の見直し、及び大学入学時のアクセス補助金の
増大(政府に対して)
勧告 6 障害学生への資金提供の援助(各高等教育財政協議会に対して)
勧告 7 生涯学習のデータ収集のための枠組み作成(各高等教育財政協議会、継続教育財政協議
会、高等教育統計エージェンシー (HESA)、その他の政府機関に対して)
勧告8 学生の学習を促進するための、学習・教育戦略の開発(全高等教育機関に対して)
勧告2 情報技術の進歩に基づいた、教職員のあり方の変化に関する検証(全高等教育機関に対
して)
勧告10 資格取得後の入学システムの創設(高等教育の各種団体に対して)
勧告11 キャリア教育の重視(高等教育機関に対して)、およびキャリア助言サービスの統合
(政府に対して)
勧告12 パートタイム学生のニーズに応じた教育の提供に関する検証(学生組合、高等教育機関
に対して)
勧告13 教職員の訓練プログラム作成と実施、およびそのプログラムに対する高等教育学習・教
授機関 (Institutefor Learning and Teaching in Higher Education) [勧告14-15参照〕
による認定(全高等教育機関に対して)
勧告14 高等教育学習・教授機関 (Institutefor Learning and Teaching in日igherEducation) 
の創設(高等教育の各種団体に対して)
勧告15 高等教育学習・教授機関の機能(コンピュータ教材の認定、関発、教材開発の連絡調整)
勧告16 提供しているプログラムの検証(専門性とバランス、幅、視野の広さ) (全高等教育機
関に対して)
勧告17 入学手続きを通じた、コミュニケーション、計算、 ITの実践的使用力の水準の向上(高
等教育機関に対して)
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勧告18 労働への橋渡しを手助けするプログラムの拡大(全高等教育機関に対して)
勧告19 代表的雇用者に対して労働経験の機会を提供することを働きかけ(政府に対して)
勧告20 進歩ファイルの開発(共通のフォーマットに基づく学生の発達を記述する部分と、学生
が検証し、構築し、自らの発達を反映しうる部分を持つ) (高等教育機関に対して)
勧告21 各教育プログラムごとの明確な目標と成果の明示(期待される知識と理解、鍵となる技
術、認知技術、その教科に特有の技街等) (高等教育機関に対して、即時に)
勧告22 高等教育の資格に関する枠組みの作成(政府、関連機関、教育水準保証エージェンシー
[Quality Assurance AgencyJ、その他の資格認定自体に対して)
勧告23 教育プログラムの貸与条件の決定(教育水準保証エージェンシーに対して)
勧告24 教育水準保証エージェンシーの権眼の確定(高等教育の各種団体、各高等教育財政協議
会に対して)
勧告25 教育水準保証エージェンシーの機能確定(教育プログラムの最低基準の2000年までの確
定、認定機関の登録制度策定、苦情申立制度の関与を、学位授与権の克直し等)
勧告26 教育水準保証エージェンシーへの学生委員・外国人委員の導入(高等教育の各種団体、
各高等教育財政協議会に対して)
勧告27 研究者に対する情報テクノロジーの維持管理の継続(各高等教育財政協議会に対して)
勧告28 情報公開方式に関する意見の集約(各高等教育財政協議会に対して)
勧告29 人文社会学術審議会の創設(政府に対して、即時)
勧告30 企業と高等教育との連携の強化(企業に対して)
勧告31 post-graduateレベルの研究訓練の実態の検証(2年以内) (高等教育機関に対して)
勧告32 学際的研究に対する研究助成制度の検討(各高等教育財政協議会、学術審議会に対して)
勧告33 研究評価における国際化への対応(外毘人委員の導入) (各高等教育財政協議会に対し
て)
勧告34 新たな研究補助金制度の導入(政府などに対して)
勧告35 高等教育財政に関する毘家政策への助言を行う、独立機関の創設(政府に対して、郎時)
勧告36 高等教育機関の地域代表化(継続教育財務協議会に大学代表を一人送り込む) (政府に
対して)
勧告37 高等教育地域開発補助金の廃止撤回(政府に対して)
勧告38 教育・研究に関する情報の地域への公開(高等教育機関に対して)
勧告39 高等教育機関内での教職員や学生の経済活動の促進のための資金提供など(政府に対し
て)
勧告40 企業家精神の育成(高等教育機関に対して)
勧告41 コミュニケーション技術の戦略を1999/2000年度までに構築(全高等教育機関に対して)
勧告42 情報テクノロジーに関する管理者の養成(全高等教育機関に対して)
勧告43 著作権に関する法律の改訂(政府に対して)
勧告44 すべての高等教育・継続教育機関のネットワーク化の実現 (1999年度までに) (政府、
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各高等教育財政協議会に対して)
勧告45 プロバイダーとの費用の交渉(高等教育機関に対して)
勧告46 2000/1年度にすべての学生がネットワークに按τ続したデスクトップ型パソコンに自由に
アクセスでき、 2005/6年度には自分自身の携帯型パソコンへとアクセスするようにする
(高等教育機関に対して)
勧告47 来年仁十lの教職員能力関与をに関する政策の検証・改訂・公表(全高等教育機関に対して)
勧告48 教育に責任を有するフルタイム教員の資質向上(高等教育機関に対して)
勧告49 雇用の機会均等の雑保(高等教育機関に対して)
勧告50 教職員給与に関する報告書の作成 (1998年4月まで) (各高等教育機関の運営責任者に
対して)
勧告51 教職員の年金制度の一元化(政府、高等教育機関に対して)
勧告52 研究経費の公開(高等教育機関に対して)
勧告53 大学情報システム協会 (Universitiesand Colleges Information Systems Association) 
の検証(副学長協会 (CVCP)などへ)
勧告54 大学理事会の機能・地位の明確化(政府に対して)
勧告55 理事の選出基準の確認、(2任期以上の再選禁止、半数以上が学生・教員・学外者など)
(政府に対して)
勧告56 大学理事会自身のアイデンティティの確認(3年以内に、政府に対して)
勧告57 大学理事会の自らのシステマティックな評価制度の導入(大学理事会に対して、 5年ご
と)
勧告58 大学理事会の評価のためのパフォーマンス指標の作成(財政協議会などに対して)
勧告59 大学理事会の評価に関する年次報告書の発行要請(各高等教育財政協議会に対して)
勧告60 学生の苦情申立処理手続の検証・改訂(高等教育機関に対して)
勧告61 高等教育機関の多様性の認識(政府と各高等教育財政協議会に対して)
勧告62 機関名の法的な統一(政府に対して、早急に)
勧告63 将来における大学増設の禁止(政府に対して)
勧告64 教育水準保証エージェンシーへの権限付与(高等教育機関の学位授与権限を停止する)
(政府に対して)
勧告65 University Collegeの、法的地位の明確化(政府に対して)
勧告66 大学の新設、基準、公的補助金配分基準の明確化(政府と各高等教育財政協議会に対し
て)
勧告67 準学位 (sub-degree)の提供を継続教育機関へと徐々に移管する(政府と各高等教育財
政協議会に対して)
勧告68 教育評価・研究評価にあたっての当該機関との協力体制(各高等教育財政協議会、学術
振興会に対して)
勧告69 教育水準保証エージェンシーの役割の限定(教育水準保証エージ、エンシーに対して)
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勧告70 学生の生活費への援助策を年度ごとに検証(政府:に対して)
勧告71 高等教育への公的支出は、 GDPの成長に対応して増加させる(政府に対して)
勧告72 資金提供システムの合理化、ブロック型補助金から、学生、影響力、公的支出の統制等
を考慮したシステムへの転換 (2003年には学生の選択により少なくとも60%が分配され
るようにする) (政府に対して)
勧告73 高等教育への公的支出を 3年ごとに決定する(政府に対して)
勧告74 公的支出の平等性に関する基準の提示(明瞭な差がある場合に、交付額に差をつけても
よし¥) (政府に対して)
勧告75 設備購入のための補助金制度の検討(各高等教育財政協議会に対して)
勧告76 パートタイム学生に対する(各機関による)資金援助政策の承認(学費免除、アクセス
補助金の授与資格の拡大) (政府に対して)
勧告77 芸術系の学生に対する恒常的な補助金制度の創設(政府に対して)
勧告78 在職卒業生に対する、生活費補助分等を所得に応じて変換する制度の導入 (1998年度か
ら) (政府に対して)
勧告79 在職卒業生に対する、高等教育費の約4分の l該当分の賦課(政府に対して)
勧告80 学生ローンの会計上の処理方式の改善(政府に対して)
勧告別 スコットランドの学生の学費負担の一年免除(政府に対して)
勧告82 在職卒業生からのローン返済の事務機関を学生ローン・ 1)ミテッドではなく内務税収局
(Inland Revenue)にする(政府に対して)
勧告83 学生サポート・エージェンシーの創設(多様な公的援助策の評価、卒業生の貢献につい
ての運営、学生の生活に関する補助金の支給と収入調査などを担当する)(政府に対して)
勧告84 伝統的な、中央政府、地方政府からの高等教育機関の分離性(独立性)の維持(及びこ
の原則の北アイルランドへの拡張) (政府に対して)
勧告85 学生の情報アクセスの拡大(政府に対して)
勧告86 高等教育財政協議会と継続教育財政協議会との責任・権限の明確な分化(高等教育財政
協議会は高等教育に定義されているすべての機関に対する資金提供の責任を有する)
(政府に対して)
勧告87 高等教育財政協議会と教師訓練エージェンシーの各々の責任を、一般教授協議会
(General Teaching Council)の役割に関する提案を作成する中で、再検討する(政府
に対して)
勧告88 将来の高等教育政策立案のための、定期的な独立諮問委員会の設置(5年後、政府に対
して)
5.英国の大学の展望
以上、デアリング報告書の概要と勧告について紹介したO これらの報告書ーの内容などを踏まえ
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ると、今後の英国高等教育像は次のようなものになることが予想される。
(1)生涯学習機関としての大学
本報告書は、従来大学には入学してこなかった各層からの入学者を増加させることを基調とし
ている。上述のような勧告が実施に移されるならば、大学は従来のような研究を中心とした機関
から生涯学習を目的とした機関へと、その性格を変化させることになるだろう。
(2) (有償の)教育サービス提供機関としての大学
本報告書は、社会的不平等解消のために各種の補助金・助成などに関する勧告を実施している
一方で、学費の個人負担などの可能性も示している。今後高等教育への資金提供の総額が急激に
増加できるような施策を実施しない限り、大学における教育には対価が求められることになろう。
それは英国における学術研究機関としての大学の性格にも影響を及ぼすことになる可能性を秘め
ている。また、職業訓練(キャリア教育)を重視するといっ勧告に基づいて、今後は大学と地
域・企業との連携が強化される可能性もある。
(3)非継続的な、実利的な研究機関としての大学
すでに各所で言及されているように、大学における教育と研究に対する評価が導入されている
こと、また1992年継続・高等教育法以降、新たなテニュアが認められられなくなり、それに対応
して任期付採用教職員 (CRS、ContractResearch Staff)の増加とその契約に伴うトラブルの増
加が見られるという指摘も見られる。
(4)失業対策(若年失業者層の受け盟)としての大学
前述のように、英国の教育政策全体をみた場合、特に1997年 5月に発足した労働党新政権では、
18歳から24歳を中心とした若年層の失業対策を重視していることが窺われる。この変化が大学の
機能や構成の変化に藍接的・関接的に影響を及ぼしているようにも見受けられる。少なくとも多
くの青少年が義務教育が終了する16歳段階で学校教育から離れていたかつての英国の状況と、現
在のような状況とは、中等教育だけでなく高等教育・大学をめぐる環境も大きく変動しているの
であり、その変動をどう受け止めるかが、現在の大学改革の評価を左右するように思われる。
英国の高等教育は、今後、単に大学政策だけではなく、より広範な教育・雇用・社会政策の中
で、改めて検討される必要がある。今回発表されたデアリング報告書も、その勧告が具体化され
た諸政策・法案とともに、従来とは異なる視点からの検証が必要になってくることが予想される。
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Present Conditions and Problems of the Policy Reforming Universities in the UK: 
The Background of the “Higher Education in the Learning Society" (Dearing Report) 
Kiyotake OK1 
There are the fol1owing changes in the higher education system in the UK; 
1) increasing needs for lifelong learning; 
2) international competition in the field of economy; 
3) unemployment in the young people; 
4) serious youth crime; 
5) increasing the number of students; 
6) increasing the number of non-traditional students; and 
7) decreasing the financial support for students. 
1n J uly 1997. the NCIHE(Dearing Committee) published “Higher Education in the Learning 
Society" and this report recommended various topics to universities. governments. LEAs and 
other institutions about higher education. 
It wiU play the significant role on educational reform in many fields. 
In future. it seems that higher education institutions in the UK wiU be; 
1) the lifelong learning institutions; 
2) ones that provide for educational service and become consumer oriented; and. 
3) research institutions in which many research plans will be based on fixed term contracts 
and a lot of research will be not fundamental oriented but applied oriented. 
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